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「建設コンサルタント業務等における総合評価落札方式に関する新たな品質確

保対策の試行の運用について」の一部改正について

今般、「「予算決算及び会計令第85条の基準の取扱いについて」の一部改正に

ついて」（平成23年３月29日付け国官会第2402号）によって土木設計業務にお

ける積算手法（費目構成）が改正されたことを受け、「建設コンサルタント業

務等における総合評価落札方式に関する新たな品質確保対策の試行の運用につ

いて」（平成22年６月７日付け国地契第13号、国官技第64号、国営整第57号）

の一部を下記のとおり改正することとしたので、遺漏なきよう措置されたい。

記

記１中「平成２３年３月３１日までに」を「平成２３年４月１日から」に改

め、「「予定価格が 1,000 万円を超えるもの」を「予定価格が 2,000 万円を超え

るもの」に読み替えることができるもの」を「試行通達のとおり」に改める。

別紙１中の表を次のように改めるとともに、なお書を削る。



別紙３（３）①表中「技術経費」を「その他原価」に、「諸経費」を「一般

管理費」に改める。

様式２を次のように改める。

入札価格の内訳書

業務名称

設計書コード

項目 工種 種別 細別 業務実施金 官 積 備考

額(A=B+C) うち自社実 うち再委託 算 額

施金額(B) 予定金額(C) (D)

直 接 原 一次内訳書

価 －１

直 接 経

費

そ の 他 そ の 他 その他原価

原価 原価 に係る内訳

書

業種区分 ① ② ③ ④

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額
諸経費の額に１０分の４

を乗じて得た額
－

建築関係の建設コ

ンサルタント業務
直接人件費の額 特別経費の額

技術料等経費の額に１０

分の６を乗じて得た額

諸経費の額に１０分の６

を乗じて得た額

土木関係の建設コ

ンサルタント業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他原価の額に１０分

の９を乗じて得た額

一般管理費等の額に１０

分の３を乗じて得た額

地質調査業務 直接調査費の額

間接調査費の額

に１０分の９を

乗じて得た額

解析等調査業務費の額に

１０分の７．５を乗じて

得た額

諸経費の額に１０分の４

を乗じて得た額

補償関係コンサル

タント業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他原価の額に１０分

９を乗じて得た額

一般管理費等の額に１０

分３を乗じて得た額



一 般 管 一 般 管 一般管理費

理費等 理費等 等に係る内

訳書

合計 再委託予定

金額の比率

○○％

入札価格の内訳書の明細書

（一次内訳書の様式）

一次内訳書－１

項目 名称・規格 単位 数量 業 務 実 官積 備考

施金額 算額

直接原価

小計

（その他原価に係る内訳書の様式）

その他原価の内訳

項目 工種 種別 細別 業務実施金額 備考

その他原 その他原 その他原価 直接経費（１

価 価 次内訳書－

１に記載し

たものを除

く）



間接原価

その他原価計

附則

本通知は、平成２３年４月１日以降に入札手続を開始する業務から適用する。


